
報告を担当いたします横田です。今回の報告では、佐野市が直面する行政課題で

あり、課題解決に向け策定された計画について取り上げその概略について申し

上げたいと思います。「佐野市市有施設適正配置計画」についてであります。こ

の計画は施設の最適化の実現に向け、統廃合・複合化などの再編や長寿命化とい

った保全のあり方を示し行動に繋げていくためのものです。本計画の策定につ

いては平成２８年に市有施設等のあり方に関する基本方針が策定されたのち、

平成３０年３月に策定されました。 

平成２６年３月３１日時点で、本市が保有する施設は４０４施設、総延床面積は 

４８７，８５２．９１㎡に及びます。そのうち、築３０年を経過したものが半数

を超えており、人口規模が類似した自治体と比較して、機能が重複する施設を多

く保有している状況にあります。現在、保有する施設を同じ規模で更新すると仮

定した場合、施設を良好な状態で全て維持するために必要となる更新費用の総

額は、今後４０年間で ２，１９４．９ 億円、年間では５４．９億円と試算して

います。 

こうした状況下、少子高齢化の進展による社会保障費の増大や税収の減少によ

り、全ての施設を現在の規模のまま維持することが非常に困難になっています。 

一方で、人口減少社会の到来により市民の人口構造が変化することで、市有施設

に対する需要も大きく変化することが予想され、市有施設が果たす機能と役割

を勘案し、行政サービスのあり方を見直していくことも必要です。ゆえに今後は

市有施設の再編や保全について前期・中期・後期の３つの期間ごとに縮減目標を

定め、その進捗について毎年度公表をしていくものです。前期計画期間では縮減

目標面積を５８，０００㎡（約１１．８％）と設定し、地域住民の方々と合意形

成を得ながら、適正な施設配置の実現に努めていくものです。 

田沼地区に限定し、その活用策が懸案となっている施設についてですが、平成３

２年度あそ野学園義務教育学校の開校に伴い田沼地区の６校が閉校となり、本

計画では Bグループ判定の統合・複合化となっています。 

具体例を申し上げますと、先だって２５年３月に閉校となった旧野上小跡地活

用に係る公募型プロポーザルにおいて、農産物の生産加工販売などを手掛ける

株式会社「プレスト」に決定しました。期間は５年間で、賃貸料は月額約２０万

円。無農薬キクラゲ生産加工設備を設置し、国内最大級の年間約１００トンの収

穫を計画するもので、旧校舎１～３階の各教室などをキクラゲ生産施設とし、１

階の旧職員室部分は地元住民に無料開放、地元の意向に沿う形で地域内外住民

の交流スペースを設け、くつろげる空間として活用頂く考えのようです。また事

業の推進に当たって地元住民を中心に年約４０人の従業員を雇用、２０１８年

度中の生産を開始し「佐野名水キクラゲ」などの名称でブランド化し販路を拡大

する意向のようです。 

横田議員 市有施設適正配置計画（田沼地区） 

（別紙④ ） 



現状佐野市が保有する４０４施設のうち、最も多いものが学校教育系施設で延

べ床面積全体の３８．５％を占めています。このことからも、田沼地区で閉校と

なる６校の跡地利用については適正配置計画を推進する上でも非常に重要です。 

そこで、現在各地区で地区説明会が開催されており、施設の評価理由や今後の

取り組みについ説明をさせていただいております。また、特に地区や利用者との

関わりが深い施設については、地区との懇談会が開かれますので、意見交換を行

いながら市民の皆様と共に考え、各地区にとって利便性の高い施設配置を実現

できればと思いますので、説明会、地区ごとの懇談会等に積極的なご参加を賜り

ますようお願い申し上げまして、佐野市市有施設適正配置計画についての報告

とさせて頂きます。 



 

 

（４）市有施設の抱える課題 

 

 

平成２７（２０１５）年で 117,524 人と推計された人口は、今後も減少し続け、平

成 5７（２０４５）年には 95,130 人まで減少すると推計されています。 

これらに伴う世代人口の構成や社会様式の変化により、市有施設へのニーズが変化す

ることが予想されます。また、地区によって人口や年齢構成も異なってくることが見込

まれており、市民ニーズに適切に対応した施設のあり方を検討する必要があります。 

 

 
  

 本市の市有施設のうち、建築後３０年を超えて老朽化対策が必要となる施設が全体の

約半数となっています。これらの施設の多くは、学校教育系施設や公営住宅等、医療施

設、社会教育系施設で、「利用状況や機能配置」と「改修、維持管理・運営コスト」を比

較し、今後の必要性を精査した上で、施設のあり方を検討する必要があります。 
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保有施設の更新費用の総額は、今後４０年間で 2,194.9 億円と試算され、１年間当

たり 54.9 億円が必要になります。 

平成２１（２００９）年度からの 5 年間の投資的経費は、年平均で 33.4 億円となっ

ており、これから必要になる更新費用を比べた場合、今後４０年間で約 1.6 倍の支出が

必要になります。全ての施設をこれまでと同じように維持していくためには、これまで

以上の投資的経費が必要になるため、各施設の使い方、必要性を精査し、施設のあり方

を検討する必要があります。 

 

 
 

合併前の旧市町が整備した施設を引き継いでいることから、人口規模が類似した自治

体と比較しても、類似施設を多く保有しています。 

そのため、本市の規模に見合った施設のあり方を検討する必要があります。 
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（２）計画における施設の方向性 

 施設評価による方向性グループは次のとおりです。 

方向性 

グループ 

適正配置 

の方向性 
用語の定義 

A グループ 

（廃止・譲渡） 

廃止 

施設の利用を停止し、譲渡などの更なる利活用ができないと

判断した場合には、原則として解体する。 

譲渡 

「無償」又は「有償」で譲渡する。 

B グループ 

（統合・複合化） 

統合 

単独施設、同一機能施設を集約化する。 

      

複合化 

１つの施設に異なる機能を集約させる。 

      

C グループ 

（改修/更新 

・現状維持） 

改修／更新 

劣化した施設の性能・機能を改善する。 

 

    

現状維持 

現状の規模を維持し、行政サービスを維持する。 

今後の維持管理・運営コストの縮減に努める。 
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◆ 施設評価結果 Ａ：廃止・譲渡 Ｂ：統合・複合化 Ｃ：改修/更新・現状維持

・吾妻地区（１２施設）

・赤見地区（２５施設）

8

・田沼地区（１８施設）・堀米地区（２８施設）

・旗川地区（１０施設）

・田沼南部地区（１３施設）

城北地区公民館 2036 中期 Ｃ

佐野武道館 2038 中期 Ｂ

城北小学校 2031 中期 Ｃ

堀米保育園 2010 前期 Ａ

佐野市こどもの国 2046 後期 Ｃ

第1・第2城北こどもクラブ 2020 前期 Ｃ

田之入老人福祉センター 2019 前期 Ｃ

元障がい者福祉の家 2014 前期 Ａ
消防機械器具置場（堀米町7-1） 2026 前期 Ｃ
消防機械器具置場（堀米町7-2） 2034 中期 Ｃ
消防機械器具置場（奈良渕町7-3） 2047 後期 Ｃ

堀米市営住宅 2032 中期 Ｃ

奈良渕市営住宅 2024 前期 Ｃ

秋山川堀米緑地（一部） 不明 前期 Ｃ

菊川第2公園 2046 後期 Ｃ

堀米駅北公園 2035 中期 Ｃ

菊川第1公園 2032 中期 Ｃ

菊川第4公園 2014 前期 Ｃ

朱雀中央公園 2045 後期 Ｃ

朱雀西公園 2032 中期 Ｃ

朱雀北公園 2036 中期 Ｃ

朱雀東公園 2025 前期 Ｃ

奈良渕第1公園 2042 後期 Ｃ

田之入公園 2039 後期 Ｃ

元第1学校給食センター 不明 前期 Ａ

堀米配水場 2055 後期 Ｃ

菊川浄水場 2026 前期 Ｃ

奈良渕浄水場 2019 前期 Ａ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

旗川地区公民館・コミュニティセンター 2037 中期 Ｃ

並木町田中集会所 2004 前期 Ｂ

免鳥町集会所 2003 前期 Ｂ

旗川小学校 2018 前期 Ｃ
消防機械器具置場（並木町8-1） 2028 中期 Ｃ
消防機械器具置場（免鳥町8-3） 2022 前期 Ｃ
消防機械器具置場（小中町8-2） 2029 中期 Ｃ

こなか人丸公園 2045 後期 Ｃ

元佐野市立自動車学校 1996 前期 Ａ

並木地区水処理センター 2031 中期 Ｃ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

吾妻地区公民館・コミュニティセンター 2034 中期 Ｃ

吾妻小学校 2027 前期 Ｃ

元吾妻中学校 2025 前期 Ｃ

あづま保育園 2034 中期 Ｃ

元吾妻こどもクラブ 不明 前期 Ａ
消防機械器具置場（村上町10-1） 2025 前期 Ｃ
消防機械器具置場（下羽田町10-3） 2029 中期 Ｃ
消防機械器具置場（高橋町10-2） 2030 中期 Ｃ

羽田公園 2028 中期 Ｃ

元村上保育園 1992 前期 Ａ

上羽田浄水場 2030 前期 Ａ
佐野西部地区水処理センター 2037 中期 Ｃ

方向性

グループ
施設名

耐用年数

終了年度

計画

期間

赤見地区公民館・コミュニティセンター 2032 中期 Ｃ

赤見町山崎集会所 2002 前期 Ｃ

市民体育館 2022 前期 Ｃ

赤見小学校 2023 中期 Ｂ

石塚小学校 2022 中期 Ｂ

出流原小学校 2025 中期 Ｂ

赤見中学校 2031 中期 Ｂ

赤見城保育園 2009 前期 Ａ

石塚保育園 2007 前期 Ａ

西児童館 2034 中期 Ｃ

石塚デイサービスセンター 2035 中期 Ａ

佐野市消防署西分署 2031 中期 Ｃ
消防機械器具置場（赤見町11-1） 2024 前期 Ｃ
消防機械器具置場（赤見町11-2） 2031 前期 Ｃ
消防機械器具置場（赤見町11-3） 2030 中期 Ｃ
消防機械器具置場（石塚町12-1） 2028 中期 Ｃ
消防機械器具置場（出流原町12-2） 2032 中期 Ｃ
消防機械器具置場（寺久保町12-3） 2016 前期 Ｃ

石塚市営住宅 2014 前期 Ｃ

松原公園 2031 中期 Ｃ

旗川石塚緑地 2036 前期 Ｃ

磯山公園 2032 中期 Ｃ

元石塚団地下水処理場 2024 前期 Ａ

市の沢浄水場 2030 前期 Ｂ

石塚浄水場 2029 前期 Ｂ

計画

期間

方向性

グループ
施設名

耐用年数

終了年度

田沼図書館 2030 中期 Ｃ

元郷土資料保存田沼館 2024 前期 Ａ

田沼総合運動場 2020 前期 Ｃ

田沼小学校 2021 前期 Ｃ

いきいき元気館たぬま 2025 前期 Ｃ

田沼高齢者生きがい工房 2023 中期 Ｂ
佐野市介護老人保健施設あそヘルホス 2038 前期 Ａ

元田沼庁舎 2018 前期 Ｃ
消防機械器具置場（田沼町13-1） 2029 中期 Ｃ

重車両車庫 不明 前期 Ｃ

いずみ公園 不明 前期 Ｃ

田沼中央公園 2010 前期 Ｃ

愛宕山公園 2022 前期 Ｃ

田沼北第1公園 2042 後期 Ｃ

田沼北第2公園 2043 後期 Ｃ

田沼北第3公園 2044 後期 Ｃ

仲町公民館 不明 前期 Ａ

佐野市民病院 2024 前期 Ａ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

田沼南部地区公民館 2010 前期 Ｂ

小見町南小見集会所 1999 前期 Ｂ

新吉水地区コミュニティセンター 2015 前期 Ｂ

道の駅　どまんなかたぬま 2039 後期 Ｃ

吉水小学校 2024 前期 Ｃ

吉水保育園 2009 前期 Ａ

吉水こどもクラブ 2027 前期 Ｃ

田沼福祉コミュニティセンター 2033 中期 Ｃ
消防機械器具置場（吉水駅前一丁目14-1） 2040 後期 Ｃ

南小見市営住宅 2027 前期 Ｃ

吉水市営住宅 2008 前期 Ｃ

新吉水第1公園 不明 前期 Ｃ

新吉水第2公園 不明 前期 Ｃ

施設名 耐用年数 終了年度 計画 期間 方向性 グループ
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◆ 施設評価結果 Ａ：廃止・譲渡 Ｂ：統合・複合化 Ｃ：改修/更新・現状維持

・野上地区（２０施設）

・新合地区（１９施設）・三好地区（１１施設）
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・栃本地区（１３施設）

・田沼北部地区（１０施設）

・戸奈良地区（９施設）

・飛駒地区（１３施設）

田沼地区公民館 2033 中期 Ｃ

栃本地区コミュニティセンター 2015 前期 Ｃ

たぬまふるさと館 2032 前期 Ａ

栃本小学校 2030 中期 Ｃ

田沼東中学校 2025 前期 Ｃ

田沼児童館 2029 中期 Ｃ
消防機械器具置場（栃本町本部分団） 2019 前期 Ｃ
消防機械器具置場（栃本町15-1） 2019 前期 Ｃ

下田沼市営住宅 2046 後期 Ｃ

下田沼公園 不明 前期 Ｃ

下町東公園 不明 前期 Ｃ

秋山川栃本緑地 不明 前期 Ｃ

栃本公園 2004 前期 Ｃ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

田沼北部地区コミュニティセンター 2026 前期 Ｃ

多田町集会所 2002 前期 Ｃ

多田小学校 2028 中期 Ｃ

佐野市消防署北分署 2048 後期 Ｃ
消防機械器具置場（多田町16-1） 2010 前期 Ｃ

多田市営住宅 2031 中期 Ｃ

多田公園 不明 前期 Ｃ

秋山川多田緑地 不明 前期 Ｃ

京路戸公園 不明 前期 Ｃ

多田浄水場 2022 前期 Ｃ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

田沼中央公民館 2023 前期 Ｃ

戸奈良地区コミュニティセンター 2029 中期 Ｂ

田沼旗川緑地会館 2017 前期 Ｂ

アリーナたぬま 2036 中期 Ｃ

戸奈良小学校 2031 前期 Ｂ

北部学校給食センター 2043 後期 Ｃ
消防機械器具置場（戸奈良町17-1） 2017 前期 Ｃ

旗川戸奈良緑地 不明 前期 Ｃ

戸奈良浄水場 2005 前期 Ｃ

計画

期間

方向性

グループ
施設名

耐用年数

終了年度

郷土資料保存三好館 1934 前期 Ｃ

田沼グリーンスポーツセンター 2020 前期 Ｃ

三好生活改善センター 2015 前期 Ｃ

三好小学校 2037 前期 Ｂ

田沼西中学校 2017 前期 Ｂ

たぬま保育園 2041 後期 Ｃ

田沼シルバーワークプラザ 2029 中期 Ｂ
消防機械器具置場（戸室町18-1） 2018 前期 Ｃ
シルバー人材センター田沼事業所 2028 中期 Ａ

田沼浄水場 2012 前期 Ｃ

船越浄水場 2007 前期 Ｃ

計画

期間

方向性

グループ

耐用年数

終了年度
施設名

作原野外活動施設 2033 前期 Ｃ

白岩生活改善センター 1993 前期 Ａ
野上基幹集落センター（野上支所） 2030 中期 Ｃ

作原生活改善センター 2025 前期 Ａ

下作原多目的集会所 2018 前期 Ａ

蓬山フィッシングセンター 2017 前期 Ｃ

蓬山ログビレッジ 2013 前期 Ｃ

蓬莱山園地 2003 前期 Ａ

野上スクールバス車庫 2001 前期 Ａ
消防機械器具置場（長谷場町19-2） 2017 前期 Ｃ
消防機械器具置場（白岩町19-1） 2032 中期 Ｃ
消防機械器具置場（作原町19-3） 2019 前期 Ｃ

御神楽農村公園 2035 中期 Ｃ

白岩農村公園 2037 中期 Ｃ

元野上小学校 2027 前期 Ａ

元野上保育園 2008 前期 Ａ

野上南浄水場 2035 中期 Ｃ

野上中浄水場 2022 前期 Ｃ

野上北浄水場 2026 前期 Ｃ

国民健康保険野上診療所 2012 前期 Ｂ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

山園地区コミュニティセンター 2016 前期 Ｃ

下彦間集落センター 2004 前期 Ｃ

須花坂公園 2012 前期 Ｃ

山形小学校 2037 前期 Ｂ

閑馬小学校 2011 前期 Ｂ

下彦間小学校 2026 前期 Ｂ

閑馬スクールバス車庫 2001 前期 Ａ

新合保育園 2012 前期 Ａ

ふれあい館梅の里 2024 前期 Ａ

遠原の里福祉センター 2033 中期 Ｃ

新合支所 2026 前期 Ａ
消防機械器具置場（山形町20-2） 2039 後期 Ｃ
消防機械器具置場（閑馬町20-1） 2029 中期 Ｃ
消防機械器具置場（閑馬町20-3） 2045 後期 Ｃ
消防機械器具置場（下彦間町20-4） 2017 前期 Ｃ

下彦間農村公園 2006 前期 Ｃ

閑馬浄水場 2058 後期 Ｃ

下彦間浄水場 2035 中期 Ｃ

国民健康保険新合診療所 2026 前期 Ｂ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ

飛駒地区活性化センター 2026 前期 Ａ
飛駒基幹集落センター（飛駒支所） 2023 前期 Ｃ

飛駒3区多目的集会所 2004 前期 Ａ

根古屋森林公園 2012 前期 Ｃ

飛駒和紙会館 2017 前期 Ｃ

飛駒小学校 2035 前期 Ｂ

飛駒スクールバス車庫 2001 前期 Ａ
消防機械器具置場（飛駒町21-1） 2030 中期 Ｃ
消防機械器具置場（飛駒町21-2） 2046 後期 Ｃ
消防機械器具置場（飛駒町21-3） 2017 前期 Ｃ

飛駒南浄水場 2032 前期 Ａ

飛駒浄水場 2068 後期 Ｃ

国民健康保険飛駒診療所 2034 前期 Ｂ

施設名
耐用年数

終了年度

計画

期間

方向性

グループ
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田沼西地区小中一貫校「あそ野学園義務教育学校」の整備について 

 

➣開校時期は、平成 32年(2020 年)4 月。 

 

➣学校の種類は、義務教育学校。 

 ⇒平成 28年の学校教育法の改正で、小学校でもなく、中学校でもない 

  新たな学校の形として定められた。(合計 9年間) ※学年の区切りは自由 

 

➣開校場所は、現在の田沼西中学校の敷地内に設置。 

 

➣開校時の学校規模は、1年生～9年生で約 850 人。29 クラスの想定。 

 

➣教職員数は、校長 1名、教頭 2名、教職員 42名。合計 45名見込み。 

 

➣開校までの検討体制として、運営(ソフト)面では、開校準備委員会を組織し 

 検討。 

 

➣開校準備委員会の主な取り組みは、4つの専門部会での決定事項の検討、承認、 

 委員会の全体統括など。 

 

➣開校準備委員会の下に、以下の各専門部会を設置し役割を分担。 

 ●総務部会：校名や校歌、校章、開校記念事業などを検討。 

 ●通学部会：通学路、通学方法、スクールバス、バス停留所などを検討。 

 ●ＰＴＡ部会：会則、会費、役員の選出方法などを検討。 

 ●学校支援部会：学校と地域の連携の在り方、地域支援組織などを検討。 

 

➣学校運営部会は、開校準備委員会とは別に、各学校長で組織し、学校運営に 

 関する様々な事項、教育理念や目標、日課表、学校行事などを検討。 

 

➣制服検討委員会を設置し、制服、体操着、上履きなどを検討。 

 

➣施設整備(ハード面)では、主に佐野市が中心となって進める。 
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【現在までの決定事項】 

 

➣校名は「佐野市立あそ野学園義務教育学校」と決定。 

 

➣校歌は、作詞を田沼清氏(元佐野市教育長)、作曲を柿沼伸美氏(下彦間出身、 

 昭和 53年度田沼西中卒業生、声楽家)に依頼が決定。 

 

➣校章は、安藤勇寿氏に依頼。 

 

➣スクールバスについては、利用範囲とバスの停留所が決定。 

 

➣ＰＴＡについては、会則、会費、役員の選出方法が決定。 

 

➣学校支援については、地域教育コーディネーター、学校支援ボランティアに 

 ついて決定。 

 

➣学校運営部会については、教育理念、教育目標、日課表、制服が決定。 

 

➣施設整備の進捗状況は、新体育館と新プールを建築中。 

 新体育館は本年 9月、新プールは本年夏休み前に完成予定。 

 

【今後の予定】 

 

➣開校準備委員会では、校歌、校章の決定、徒歩や自転車通学の通学路の決定、 

 ＰＴＡ会則(細則)の決定などを予定。 

 

➣学校運営部会では、教育課程、体操着、上履きなどの決定。 

 

➣施設整備(ハード)面では、仮設校舎の建築、引越し、新体育館完成後に既存 

 体育館を解体し、新校舎の建築を予定。 

 

➣南校舎、北校舎の改修工事も予定。 
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田沼地区における中山間地域活性化について 

 

平成３０年度３月に、本市の最上位計画である「第２次佐野市総合計画」が

策定され、基本構想・前期基本計画が４月よりスタートいたしました。 

その中の基本目標１「魅力ある産業で賑わう活力あるまちづくり」では、２

として地域資源を活かしたまちづくりがあります。その３として、中山間地域

の活性化「特色のある中山間地域の推進」が御座いますが、この中において、

中山間地域おこし協力隊員設置事業や中山間地域活性化整備支援事業などが

３０年度予算に盛り込まれましたが、田沼地域などにおいて実施されます事

業に関して、ご報告申し上げます。 

この田沼地域においては、中山間地域の再生と活性化を目的に、民間事業者

における農林産物生産施設等として利活用することにより、地域雇用の創出、

定住促進等をはかる事業として、中山間地域活性化整備支援事業が今回盛り

込まれましたが、これは、皆様の中にもご存知の方がいらっしゃると思います

が、２０１３年３月に閉校され、活用がされていなかった旧野上小学校跡地利

活用が、農産物の生産加工販売などを手がける東京都港区の民間企業・株式会

社「プレスト」により、活用されることになった事業で、事業内容は、廃校校

舎をキクラゲ生産施設及び地域交流施設として活用するものであります。本

市としては月額２０万６，１４２円で、期間５年間の貸し付けとなりますが、
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旧野上小学校校舎にキクラゲ生産加工工場及び地域交流施設を整備するため

に、事業主体である株式会社「プレスト」に対して施設整備費として、５，０

００万円の補助を行うものとなります。整備内容としては、キクラゲ生産加工

工場の整備、郷土料理を提供する食堂・地域住民の交流の場及び、読書などで

くつろげる空間の整備です。 

また、雇用創出の面では地元住民を中心に年４０人程度の雇用が望める形

になります。 

その他にも、中山間地域に人を呼び込むための受け入れ態勢づくりをはじ

めとした中山間地域経済の活性化を図る地域住民等の自主的な取り組みを支

援するために、中山間地域実践活動支援事業費が新規に６０万円、観光面では、

人々のふれあいを目指し、歴史と地域の特性を生かしたイベントを実施する

ことで、地域を活性化するということで、「たぬまふるさと祭り支援事業費」

１７０万円。また、本市全体になりますが農業・農村の有する多面的機能の維

持・発揮を図るための地域の共同活動（農地法面の草刈り・水路の泥上げ・農

道の路面維持・植栽活動・ため池の外来種駆除等）を支援するために、「多面

的機能支払交付事業費」４，４０７万６，０００円等が、平成３０年度予算に

計上されましたことをご報告申し上げます。 
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第 3 回議会報告会         平成 30 年 7 月 9 日 

田沼地区における鳥獣被害対策について        亀山春夫 

                     

佐野市農山振興課鳥獣害対策係内に設置されております。佐野市有害鳥獣被害

対策協議会において獣害軽減する為の各種事業を実施しております。 

① 栃木県猟友会安蘇支部(猟友会)にイノシシ、シカ、ニホンザル、ハクビシン

及び鳥類の捕獲を委託しております。 

又、この事業の中でイノシシ捕獲用の箱わなを作成し、猟友会に貸与してお

ります。 

狩猟の必要性等により、狩猟免許の取得の推進を図っております。 

平成 26 年度猟友会会員数 157 名 

猟銃免許 96 名 空気銃 3 名  わな猟免許 58 名 

*捕獲状況                       

H27         H28        H29  頭 

イノシシ     837     1,760     825 

ニホンジカ    849      956        1,050 

  ニホンザル        12            10            8 

    計       1,698     2,726     1,883 

  地域別 三好  129      197     167   

            野上  198      159        301 

        新合    274           168         305 

            飛駒  286      222         292 

            田沼  151      221         241 

農作物被害・全体 24,409        33,328       8,478   千円 

② 市の事業  獣害軽減の為の里山林整備事業 

〇県民税を財源とした「明るく安全な里山林整備事業」により緩衝地帯の設置

により、人間の生活圏に鳥獣の立ち入りをし難くする。 

平成 26 年度末において 16 団体が 127.3ha の里山林の刈り払い等の管理を

行っております。 

 〇地域ぐるみの総合対策事業の推進による被害の軽減活動 

 ☆地域リーダーの育成の推進と協力体制を図っている 

 ☆鳥獣被害防護対策の為のワイヤーメッシュの設置の推進を図っております。 

  これまでに 116.3Km の設置がされております。 

 ☆電気柵の購入補助及び設置講習による被害軽減を図っております。 



  これまでに 2440 基 61.3Km 539ha に設置されております。 

③ 地域ぐるみによる鳥獣被害対策 

*集落のみんながやれることを無理なく取り組む 

*集落が野生生物のエサ場になっている 

集落点検の実施によりエサ場化している農産物残材等(人間にとってはゴ

ミ・廃棄物)の処理取扱いが、被害発生の誘因となっていないか。 

    柿の木、クリの木、ゆず、などの果樹等の伐採の実施など 

   被害の防止対策について地域ぐるみで現状把握と協力体制をつくる 

   個別事例では畑から自宅まで紐を引っ張り鳴子を鳴らすなどの工夫 

  *サル対策では知恵がある為、何時ごろ、どこの畑でどんな作物が、食べごろ 

になっているのかを理解している。 

  サルには防護柵は効果ないが、最近防護ネットに通電が出来る製品が出て 

きている。高さ 2m、長さ 50m 巻きで 34,000 円等あり。  

エアーガン、ロケット花火、パチンコ等、プラス人間の追い払い・・出来れ 

ば複数の人であることが効果あり。 

  *追い払い犬などの育成、やぎの放牧などの効果があり、人間は怖いものと 

   理解させる事が重要です。女性には驚かないとされているが、家にいる女 

性の追い払い隊も怖いのだと言う事を示し、効果を発揮している自治体も

あります。 


